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る。ただし、実際に IT 機器導入と IT 活用の効果を得ることは同義語ではないことに
注意すべきである。NTT データ経営研究所などの調査によると、IT の投資に見合う効
果を実感しているのは企業の半数に過ぎない。総務省による「企業経営における IT 活

















































































































































始まりで、1997 年の改定計画では、より発達した IT 化を受けて、ネットワークを意
識したものとなった。さらに「ミレニアム・プロジェクト」iは情報化を背景にして、
「電子政府の実現」を打ち出した。さらに 2001 年に制定した e-Japan戦略の中で、政
府は「2005 年に世界最先端の IT 国家となる」ことを目標に据えた。2003 年(平成 15















 農水省が 2005年 10月に全国の農家 6000 戸を対象に行った調査によると、農業分野
でインターネットの普及は進んでいるiv。農家におけるパソコンなど IT 機器の保有状
況ではパソコンを保有する割合は 61.2％、携帯電話は 70.9％だった。パソコン所有農





                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
i首相官邸(1999）ミレニアム・プロジェクト
<http://www.kantei.go.jp/jp/mille/991222millpro.pdf>，2008 年 1 月 25 日参照 
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年 1 月 25 日参照 
iii農林水産省(2007)「平成 18 年度食料・農業・農村の動向」 
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vii総務省(2001)「地方自治情報管理概要(地方公共団体における行政情報化の推進状況調査結













表 1 行政機関における情報公開の範囲  






















































ーとなる部分 C に注目し、情報公開の対応の違いを比較するものである(表 1)。 

































































トの管理者を対象にした。中央官庁向けの 1 回目は「白書」、2 回目と 3 回目は「補
正予算」を質問項目に選んだ。いずれの官庁にも共通するテーマである。 
 第 1 回の調査の質問内容は、きわめて初歩的なものを選んだ。ウェブサイトを管理
する部局の担当者でも容易に質問を理解することができ、回答の準備に手間や時間が
かからないような内容にするよう考慮した。 





2 0 0 5 年 2 0 0 0 年 1 9 9 9 年
中 央 官 庁
財 務 省 0 .0 9 4 4 4 4 0 . 4 2 7 0 8 3 5 .5 (大 蔵 省 )
農 水 省 回 答 な し * 0 . 5 1 1 1 1 1 回 答 な し
厚 生 労 働 省 0 .4 7 5 6 9 4 1 . 4 3 1 9 4 4 回 答 な し (厚 生 省 )
経 済 産 業 省 回 答 な し * 0 . 4 2 8 4 7 2 回 答 な し (通 産 省 )
総 務 省 0 .1 2 7 0 8 3 0 . 7 1 6 6 6 7 - (郵 政 省 )
環 境 省 回 答 な し * 0 . 8 1 8 7 5 - (環 境 庁 )
国 土 交 通 省 - (不 明 ) 0 . 4 0 5 5 5 6 5 .5 (国 土 庁 )
労 働 省 - 回 答 な し 1 .5
建 設 省 - 回 答 な し -
運 輸 省 - 回 答 な し 5 .5
自 治 省 - 回 答 な し -
総 理 府 - 回 答 な し -
外 務 省 回 答 な し 回 答 な し 回 答 な し
回 答 数 3 7 4
調 査 数 7 1 3 8
回 答 率 4 2 .9 0 % 5 3 .4 0 % 5 0 %
回 答 時 間 0 .2 3 0 . 6 8 4 .5
0 日 5 :3 4 0 日 1 6 :1 5 4 日 1 2 :0 0
道 府 県
北 海 道 3 .0 2 6 3 8 9 7 . 4 7 1 5 2 8
青 森 県 回 答 な し * 7 . 5 6 9 4 4 4
宮 城 県 0 .0 9 1 6 6 7 0 . 6 8 4 0 2 8
新 潟 県 1 .5 8 4 7 2 2 1 . 3 8 4 0 2 8
千 葉 県 0 .2 7 8 4 7 2 回 答 な し *
静 岡 県 回 答 な し * 4 . 6 7 4 3 0 6
愛 知 県 2 .1 7 8 4 7 2 回 答 な し
三 重 県 3 .1 5 4 1 6 7 1 . 4 6 5 2 7 8
和 歌 山 県 回 答 な し * 0 . 4 1 3 1 9 4
京 都 府 0 .3 3 7 5 1 . 5 5 9 0 2 8
兵 庫 県 0 .0 9 0 9 7 2 回 答 な し
広 島 県 0 .1 8 1 2 5 4 . 3 7 5 6 9 4
愛 媛 県 1 .2 3 4 7 2 2 0 . 5 5 1 3 8 9
高 知 県 4 .1 0 7 6 3 9 1 . 4 5 9 7 2 2
福 岡 県 1 .1 1 2 5 回 答 な し *
熊 本 県 0 .1 9 4 4 4 4 0 . 4 0 2 0 8 3
宮 崎 県 回 答 な し 7 . 5 7 4 3 0 6
回 答 数 1 3 1 3
調 査 数 1 7 1 7
回 答 率 6 6 .6 6 % 7 6 .4 7 %
平 均 値 1 .3 5 3 . 0 4
1 日 8 :2 6 3 日 1 : 0 4
合 計
回 答 数 1 6 2 0 4
調 査 数 2 4 3 0 8
回 答 率 6 6 .6 6 % 6 6 .6 6 % 5 0 ％
平 均 値 1 .1 4 2 . 2 2 4 .5
1 日 3 ： 2 1 2 日 5： 1 6 4 日 1 2 ： 0 0
表 2 　 　 　 3 回 の 調 査 の 回 答 状 況
* は 、 2 0 0 5 年 の 調 査 で 督 促 を 送 っ た 後 に 回 答 を し た 行 政 機 関 ， デ ー タ 集














 送付した 8つの中で、労働省、大蔵省、国土庁、運輸省の 4省庁から返答が寄せら





































 第 2回は 2000 年 12月 10日(日)に 12の中央省庁と 17の道府県にそれぞれ質問状を
電子メールで送りつけ、回答を求めた。第 3回は 2005年 1月 30日(日)に 8省庁と同じ
17 道府県を対象に、同様の方法で質問状を送りつけた。第 2回の調査のうち、総理府、











































































 表 2に回答状況を示す。表中の値は回答に要した時間である。 
中央省庁の回答状況は、2001 年に統合再編があったため、同一の省庁が対象ではな




2005 年の返信は 3省庁、13道府県だった。2000年の 7省庁、13道府県よりも 4減
った。主に中央省庁再編の影響が大きい。回答率は同じだが、前者の回答までの時間
は 1日 3時間 21分、後者は 2日 5時間 16分で、1日以上短くなった。 
2005 年は回答を 1週間以上寄せないところを対象に、督促のメールを送付した。外務
省、国土交通省と宮崎県のみが督促にもかかわらず返答を寄せなかった。 
回答率は 1999年(中央官庁のみ)が 50％で、2000 年、2005年は共に 66.66％だった。
一介の国民からの電子メールによる質問に対して「3 分の 2 が回答を寄せている」と


























































表 3 行政機関への電子メールによる質問への回答状況 
 2005 年(督促分を 0と換算)    2000 年       
行政機関 時間 窓口  分量 常識 内容 1 内容 2 総合 時間 
窓
口  分量 常識 内容 1 内容 2 総合 
財務省(大蔵省) 19.73 A 9.16 15 20 20 83.89 18.78 A 5.41 10 20 0 54.19 
農水省 0  0 0 0 0 0 18.54 A 3.87 20 10 0 52.41 
厚生労働省(厚生
省) 18.64 B 4.41 15 20 20 78.05 15.91 A 6.63 5 0 0 27.54 
経済産業省(通産
省) 0  0 0 0 0 0 18.78 A 5.29 10 20 20 74.07 
総務省(郵政省) 19.64 B 6.22 20 20 20 85.86 17.95 A 8.64 10 20 20 76.59 
環境省(環境庁) 0  0 0 0 0 0 17.66 A 3.14 5 10 20 55.8 
国土交通省(国土
庁) - - - - - - - 18.84 A 5.07 15 0 10 48.91 
外務省 0 0 0 0 0 0 0 0 - 0 0 0 0 0 
労働省 - - - - - - - 0 - 0 0 0 0 0 
建設省 - - - - - - - 0 - 0 0 0 0 0 
運輸省 - - - - - - - 0 - 0 0 0 0 0 
自治省 - - - - - - - 0 - 0 0 0 0 0 
総理府 - - - - - - - 0 - 0 0 0 0 0 
                  
北海道 11.35 B 14.64 20 0 20 65.99 0 A 0 10 10 20 40 
青森県 0  0 0 0 0 0 0 A 13.73 15 10 20 58.73 
宮城県 19.74 B 5.05 20 0 20 64.79 18.05 B 4.41 0 0 20 42.46 
新潟県 15.47 B 10.88 20 0 20 66.35 16.05 B 12.1 20 20 20 88.15 
千葉県 19.2 A 2.96 20 0 20 62.16 0  0 0 0 0 0 
静岡県 0  0 0 0 0 0 6.64 B 12.83 15 20 20 74.47 
愛知県 13.78 B 8.91 10 10 20 62.69 0  0 0 0 0 0 
三重県 10.99 B 6.97 20 0 20 57.96 15.81 B 2.08 10 0 20 47.89 
和歌山県 0  0 0 0 0 0 18.82 B 4.03 15 0 20 57.85 
京都府 19.04 A 7.35 20 20 20 86.39 15.55 A 7.96 20 20 20 83.51 
兵庫県 19.74 A 8.57 20 20 10 78.31 0  0 0 0 0 0 
広島県 19.48 B 3.35 20 0 20 62.83 7.5 B 20 20 10 20 77.5 
愛媛県 16.47 B 10.07 20 0 20 66.54 18.42 A 2.99 20 0 20 61.41 
高知県 8.26 B 3.6 20 0 20 51.86 15.83 B 9.23 20 20 20 85.06 
福岡県 16.82 B 13.21 15 10 20 75.03 0  0 0 0 0 0 
熊本県 19.44 A 6.06 10 20 20 75.5 18.85 A 4.77 15 0 20 58.62 
宮崎県 0  0 0 0 0 0 0 B 7.35 15 0 20 42.35 
中央官庁 8.29   2.83 7.14 8.57 8.57 35.4 9.03   2.72 5.36 5.71 5 27.82 
府県 12.34  5.98 13.82 4.71 14.71 51.55 8.91  5.97 11.47 6.47 15.29 48.12 
総合 11.16   5.06 11.88 5.83 12.92 46.84 9.27   4.65 9 6.33 11 40.25 








 また、回答を寄せた窓口のうち、当該回答窓口 Aと B の比率を調べると、B(質問内




 回答を寄せた割合(回答率)では、2000年、2005 年とも都府県を 20ポイント以上下回
った。 




































































































































どの発言も収録してある。同誌は 163号まで発刊されている(2008年 5月時点)。 
 そこで、1990年代以降の「日本農業の動き」を中心に UR 交渉、コメ政策の転換、
食品安全など主要な農政に関するメディア報道の動きを取り上げて、農業報道が果た
した役割や情報公開の課題を検証した。同誌の記事をつなぎ合わせるかたちで農業報
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       






























てきた GATT は、経済の自由を至上命題とした新古典派の躍進を追い風に、UR で野
心的な合意づくりを行うことをめざしていた。 
















































































 1986年 9月のプンタ・デル・エステ宣言で始まった UR は 1990年の合意を目指して
いたが、農業分野で本格的な交渉に入ったのは 1990 年直前になってからだ。 























 農政ジャーナリストの会が 1992 年 6 月 16日に開いた UR 農業交渉の研究会の総括
討議で、日本農業新聞の細谷章はドンケル議長提案を次のように批判した。 



























 最終的に日本政府はコメの関税化を 6 年間猶予し、ペナルティーによる上乗せ分を








































 一方、農政ジャーナリストの会員の中には、別の視点から UR 農業交渉の進め方に
異論を唱える声もあった。 

































































トの会の研究会に参加して、WTO 農業交渉の進め方について UR 以上に情報公開の必
要性を問われ、次のように語った。 
















































ナリスト 1名を選び、世界各地で毎年開く IFAJ 大会への招待を行っている。農業報道












 UR 合意に基づいてコメの輸入が始まった 1995 年、農政の柱の 1つであった食糧管
理法が新しい食糧法に衣替えされた。戦時の厳しい直接食糧統制を特徴として生まれ
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
ix たとえば、読売新聞は 2008 年、「食」を主要取材テーマの 1 つに据え、タイトルは「食















 岸康彦は、日本農業の動き 116号で、次のように食糧法を位置づけた。 
 「1995 年は 2つの点で日本のコメの歴史に一時代を画することになった。1つは UR



































































































































生産調整面積は全水田の 35％に当たる約 100 万ヘクタールとかつてない規模となっ
た。 
 再び政府がコメ制度に手を付けるのは、2000年代に入ってからだ。 





















































































































                                                                                                                                               








 「食の用語から見る’90年代の食生活」(1990 年)、「台所エコロジー」(1991 年)、
「子どもの身体は警告する」(1992 年)、「家庭料理は〈だれ〉がつくる？」(1993年)、
「食とマスメディア」(1994 年)、「ヒット商品の今日・明日」(1995 年)、「食材はな
ぜ変わったか？」(1996 年)、「有機農産物っていうけれど」(1997 年)、「どうなる？ 













年 2 月 1日に放映した「ニュースステーション」は、独自の調査を元に所沢のホウレ
ンソウを中心とした野菜のダイオキシン濃度が全国調査に比べて高いことを強調し
た。この報道を契機にして所沢周辺はもちろん、埼玉県全域の青果物価格が暴落した。 









                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       









































































                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xii  日本農業新聞「［ニュースサイト］あの放送が適法とは･･･所沢ダイオキシン控訴審」 

































 「この 1 年に限定しても、相次いで食品表示の仕組みが変更された。あらましを書
き連ねると、1996 年 5月に食品の栄養表示基準が施行され、9月に青果物 5品目と、
干しシイタケなどの原産地表示がスタートした。さらに 12月になって有機農産物のガ
































2001 年 9 月、牛海綿状脳症(BSE)が日本国内で初めて発生、国民の食品の安全性に対
する不信が一気に高まった。食と農の関係を問い直そうという機運が高まり、農政ジ
ャーナリストの会も、「食」を真正面から取り上げるようになってきた。 
WTO 貿易交渉は 2000 年から始める予定だった。しかし、米国・シアトルで 1999 年
11 月 30日から 12月 3日まで開かれた第 3回閣僚会議では決裂したため、本格交渉の
開始は 2年後の 2001年 11 月のカタールのドーハでの第 4回閣僚会議を待たなければ
ならなかった。農政ジャーナリストの会では 2001 年 3月に「WTO 交渉と日本農業の
課題」をテーマに 200人を集めシンポジウムを開いた。 







































                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xiii農林水産省「WTO 農業交渉日本提案」http://www.maff.go.jp/wto/wto_nihon_teian.htm，2008







となる日本・メキシコの EPA の署名を 2004年 9月行い、2005年 4月に発効した。2006



























症(BSE)だ。英国で 1980 年代から猛威をふるった牛の病気、BSE は、その後人間への
感染が確認されたことで震源地の欧州を中心に世界中で関心が高まった。 
 
表 4 報告されている牛海綿状脳症(BSE)発生頭数 
52 
 






第２項 米国の BSE 発生で日米間に緊張 



























































の病原体である異常プリオンは増殖して感染する。わずか 0・01グラムの BSE 感染脳











































                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       




 ずさんな一例は 04年 4月 27 日に起こったテキサス州の「事件」だ。同州の食肉会
社の処理場でふらついた後に倒れてしまった牛を獣医師が発見した。ふらつくのは


























                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xv OIG Audit Report「Animal and Plant Health Inspection Service Bovine Spongiform 
Encephalopathy (BSE) Surveillance Program – Phase II and Food Safety and Inspection Service 
Controls Over BSE Sampling, Specified Risk Materials, and Advanced Meat Recovery Products - 
Phase III」<http://www.usda.gov/oig/webdocs/50601-10-KC.pdf>，2008 年 5 月 6 日参照 
xvi日本農業新聞「米国の BSE 再検査の声退ける／監査報告で明らかに」2006 年 2 月 8 日付 
山田優は「月刊リベラルタイム」(株式会社リベラルタイム出版社)2006 年 10 月号でも「い
まだ改善されないアメリカ政府の杜撰な牛肉管理」として監査報告の内容を紹介した 
































シンプソン(2004)らは、UR にしろ WTO にしろ、農業分野の基本的スタンスは自由
貿易を促進するというものではあるが、食料の安全保障や環境保護という非貿易的関
心事項への配慮を明記していることを国際社会が認めるべきだと主張する26。日本政府
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xviii 例えば Washington Post「Agency Fought Retesting of Infected Cow」2006 年 2 月 3 日付，
<http://www.washingtonpost.com/wp-dyn/content/article/2006/02/02/AR2006020202240.html>，
2008 年 5 月 5 日参照 








WTO や FTA の場で「自由貿易」を唱えることが改革路線であり、農業交渉で非貿易
的関心事項を持ち出すのは、農業保護の維持をもくろむ JA や農林水産省などの抵抗勢
力だと言わんばかりの報道が目立ったxx。 




















米国は 1966年に情報自由法（Freedom of Information Act of 1966）を制定した。 当
時の司法長官ラムジー・クラーク（Ramsey Clark）は、1967年 7月 4日の同法の施行
にあたり「政府が真に人民の、人民による、人民のためのものであるならば、人民は、
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       


























































 品種主力である「レッドデリシャス」が初めて植えられたのは 1920 年代。香り、歯
ごたえ、保存性の高さが注目を集め、主力の座についた32。ワシントン州のリンゴ生産
は 1978年から 82年にかけて積極的な新植によって増加した。その結果、1987 年、1989
年に価格が下落したが、1990 年、1991年に世界的に生産が減り価格が上昇、新品種を
中心にして栽培意欲が高まった33。2002 年の米国全体のリンゴ生産量は 85 億 5560 万
ポンドで、そのうちワシントン州が 51 億 5000 万ポンドを占める34。1989 年以降、ワ
シントン州の生鮮向けリンゴ出荷は 7000 万箱から 1000 万箱を維持し、同州産リンゴ
生産量全体の 4分の 3を占める。 









































                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xxii米国リンゴ協会ホームページ「産業紹介」http://www.usapple.org/media/industry/index.shtml 








であった台湾向けの輸出量は 1997／98年の 113000 トンから、2001／02年の 74000ト
ンまで激減するなどアジア向けの輸出の減少傾向は著しい。 
 また日本市場には日本政府の検疫条件緩和を受けて 1995年 1月から米国産リンゴの
輸出が始まった。しかし、リンゴの品質が日本の消費者に受け入れられず、しかも、


















約 15万トンだった生産量は 2001／02年に 12 万トンまで減少し、さらに 2002／03年
は 1 万トン減る見込みである。果汁を中心としたリンゴの加工品向けの比率は、過去
10 年間、全リンゴ生産量の 20％程度を占めてきた。 
 もともと果汁向けリンゴ価格は生果向けよりも価格が安いが、近年は果汁向けのリ
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xxiii 「Apple Situation in Selected Northern Hemisphere Countries」， FAS/USDA World 
Horticultural Trade & US Export Opportunities， November 2002 
xxiv 1999 年 5 月のワシントン州立大学 Wahl 教授とのインタビュー 
xxv 「Apple Situation in Selected Northern Hemisphere Countries」， FAS/USDA World 













 ワシントン州で 66 年にわたってリンゴ産業を代表していたアップルコミッション






















                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xxvi 2003 年 6 月のワシントン州の Leister 農業販売部長とのインタビュー 
xxvii AP and Reuters 報道 
























的なリンゴは、2000 年に 46％を占めているが、2010 年には 41％まで地盤低下すると
見られている。一方で、「ピンクレディー」と「その他の品種」の合計は 2000 年に








                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xxix 2003 年 6 月のワシントン州の Leister 農業販売部長とのインタビュー 
xxx 2003 年 8 月のワシントン州 Stemilt Growers 社販売担当の Tribble 氏とのインタビュー 
xxxi 2003 年 2 月の豪州リンゴ・梨販売会社(APAL)の常務 Durham とのインタビューで 















                                                                                                                                               
ー」のように知的所有権と情報を武器にして特別なリンゴの販売をおこなうことがこれか
らの課題だ」と述べた。 
xxxii International Pink Lady Alliance「Background」，
<http://www.pinkladyapples.com/about/about.html>，2008 年 4 月 28 日参照 



















1973  hybridization between Lady Williams and Golden Delicious by John Cripps apple 
breeder with WA department of agriculture 
1978 – 1983  selection of promising seedlings for further trial and evaluation 
1984  Cripps Pink selected for limited commercial trials in SW of WA 
1986 – 1990  research on Cripps Pink apple variety continues 
1994  Pink Lady trademarks applied for in 16 international countries including USA, 
Europe and several Asian countries 
1995  Formation of Australian Pink Lady Steering Committee 1996 Australian Pink Lady 
Steering Committee international study tour 
1996  International partners meet in Freemantle to discuss formation of International 
Alliance 
1998  Pink Lady trademarks transferred to APAL, exception of USA 
1999  International Pink Lady Alliance formalized with International membership 
2001  International Pink Lady Alliance Ltd established as a company limited by guarantee 
1998 – 2003  APAL establishes international trademark user network  
Jon Durham(2003)から渡された資料「Pink lady-More than just an apple」(ppt ファイル)から引用 
表 5にあるように、「ピンクレディー」は 1973 年に西オーストラリア州政府の農業
試験場でジョン・クリップスが「レディー・ウイリアムス」と「ゴールデンデリシャ
ス」を交配して作成した「クリップスピンク」が下敷きだ。1994年に「ピンクレディ
ー」として欧米、アジアの 16カ国で商標登録。翌 1995 年から豪州ピンクレディー執
行委員会を結成し、ブランド販売を本格的に始めた。ロンドンを中心とした欧州で人
気が出て、ドイツやフランス、イタリアなどで販売が拡大した。 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xxxiv農林水産省(2007)「農林水産業・食品産業における知的財産の創造・保護・活用につい
て」(農林水産省知的財産戦略本部事務局)，p 23 
xxxv The Independent 2007 年 10 月 19 日付「Food and Drink」, 
<http://www.independent.co.uk/life-style/food-and-drink/features/pip-pip-hooray-a-celebration-of-th
e-british-apple-397305.html>，2008 年 5 月 3 日参照 
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(International Pink Lady Alliance、IPLA)が結成された 1999年以降である。わが国では




第 2 にはブランド使用の具体的な方法も IPLA の定めに従ってローカル組織の指導を










じゃない(More than just an apple)」というコピーに載せて消費者の意識にすり込むため、
既存の果実業界とは異なる PR を繰り広げたのが特徴である。 
「ピンクレディー」の成功を受けて、まったく同じスキームの「サンダウナー」が
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xxxvi日本ピンクレディー協会「ピンクレディーとは」 
<http://pinklady-japan.com/pnklady1.html>，2008 年 5 月 2 日参照 
xxxvii International Pink Lady Alliance「Background」，
<http://www.pinkladyapples.com/about/about.html>，2008 年 4 月 28 日参照 
xxxviii日本ピンクレディー協会<http://pinklady-japan.com/pnklady1.html>，2008 年 5 月 3 日参照 
xxxix Durham 常務とのインタビュー(前述)で 














わが国の生鮮リンゴ 1人当たり購入数量は 1980年から 1992年までの 12年間に平均
5 キロ前後で横ばい傾向であったが、1993年をピークに減少し、1997年から 4キロ台
で横ばい傾向であるxl。わが国のリンゴ栽培は、第 2次大戦後「紅玉」「国光」を中心






















                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
























 わが国の 2007年の日刊新聞発行部数は 52028671部で、1世帯当たり 1.01部になるxli。

























                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xli日本新聞協会(2008)「新聞の発行部数と世帯数の推移」<http://www.pressnet.or.jp/>，2008
年 4 月 13 日参照 
xlii総務省(2007)「平成 19 年版情報通信白書」，
<http://www.johotsusintokei.soumu.go.jp/whitepaper/ja/h19/index.html>，2008 年 4 月 14 日参照 
xliii  経済産業省 2002「ブランド価値評価研究会報告書」




















村山の活動に焦点を当てた50。例えば 1997 年のサクランボのシーズンには 6月 10日の




















観光課、農林課と JA さがえ西村山が主な対象だ（調査日時：1999 年 1月 6、7日）。 
 山形県寒河江市は、県中央部の村山盆地の西部に位置し、県都山形市からの距離は









 寒河江市の総面積は 13910ヘクタールであり、その内農用地が 3210 ヘクタール、山
林 7050ヘクタールで、農用の内訳は水田が 2030ヘクタール、普通畑 210ヘクタール、
樹園地 950ヘクタール、牧草地 20ヘクタールである(1995 年)。総農家数は 2850戸で、




















                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       




















































成 9 年度(1997 年度)のメ
ディア露出一覧表による





































 JA さがえ西村山は組合員が 15000 を超える大型農協である。農産物の年間販売高は











































例 え ば World Wildlife Fund が 発 行 し た 書 籍 「 World Agriculture and the 
Environment(2004)」は、570ページにわたって主に世界の作物別の生産および流通に関




者段階)の 1059 億 7000 万ドルを持っているものの、9割以上の生産と消費がアジアに
集中している。このため、日本などアジア以外では、一般国民が水田を見る機会はき
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       























ング)を不定期で実施している。同センターのウェブサイトによると、2001 年 6 月 29










                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
xlvii日本学術会議(2002)「日本の計画 Japan Perspective」
<http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/18pdf/1852.pdf>，2008 年 4 月 19 日参照 
xlviii フォーリン・プレスセンター「ブリーフィング情報」
<http://fpcj.jp/old/j/mass/briefing/index.php>，2008 年 4 月 19 日参照 
xlix国際農林業協働協会「事業概要」<http://www.jaicaf.or.jp/activities/index_2.htm>，2008 年 4
月 19 日参照 
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制約から 2007年度には 1人も招へいしていない。 
また同協会は、1983年以降、海外のジャーナリスト向けに月刊の英字ニュースレタ
ー「Japan Agrinfo Newsletter」を発行してきたが、2008年 4月 19日現在でウェブサイ
トをチェックすると、2007 年度は 12 月号以降が発刊されていない。最終号の
Vol25-number3-4 で は 主 要 な記 事 の一 つ とし て 「 Asia-Pacific Water Summit: 














第２節 IFAJ と日本大会開催 
海外メディアを通じて日本農業の情報を発信するという意味では、かつて例を見な
い試みが 2008年 9月に行われた。農政ジャーナリストの会は、2004年 5月の総会で、
国際農業ジャーナリスト連盟(IFAJ)の第51回世界大会を2007年に日本で開催すること
を正式に決めた。その後、実行委員会(委員長＝木村尚三郎東大名誉教授、後に今村奈




IFAJ は世界 29 カ国の農業ジャーナリスト組織が加盟し、3000 人以上の農業を担当
するジャーナリスト、コミュニケーターで構成されるliii。欧州で約 50年前に発足し、
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
l 「Japan Agrinfo Newsletter」<http://www.jaicaf.or.jp/publications/index_3.htm>，2008 年 4 月
19 日参照 
li農政ジャーナリストの会編(1991)「21 世紀の地球は？ 食料は？」，農山漁村文化協会 
lii農政ジャーナリストの会「IFAJ 日本大会の概要」
<http://www.jaja.cside.ne.jp/congress/outline.pdf> 2008 年 4 月 13 日参照 





が 1971年に準会員として IFAJ に加盟し、1988年に正式会員となった。毎年、加盟国
内で世界大会を持ち回りで開いている。大会は各加盟組織の独自予算で実施され、大
会参加者の登録費と協賛金などでまかなわれる。2007 年の日本大会の際の IFAJ 会長







                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
liv James Evans(2008)「米国の農業ジャーナリズムの特徴について山田優への電子メール回
答」(2008 年 4 月 25 日) 
    * Roots of degree programs and professional organizations in agricultural journalism trace, in 
part, to the primacy of food/agriculture in societies.  Few, if any, enterprises of societies are more 
vital to them. As expressions of this priority, agricultural journalist organizations such as 
Agricultural Publishers Association and AAEA were among the first professional organizations of 
journalists in this country.  Journalism education in this country began in the form of technical 
journalism, with emphasis on agricultural and home economics journalism. 
     * In this country, agricultural journals and other mediated channels have been the largest and 
most important of all providers of continuing education for farmers and farm families. They have 
been strong partners with agricultural extension and advisory services in countries throughout the 
world. 
     * The complexity of agricultural subject matter, and the social-economic-political 
environment for it, have called for journalists with special expertise in reporting about food and 
agriculture.  These journalists can strengthen their expertise through associations that permit them 
to share ideas and skills.  From my perspective, IFAJ is a pioneering effort to help journalists and 
other communicators improve communications about an increasingly global, complex food and 
agriculture enterprise. 
     * A viable job market exists for agricultural journalists, and has existed consistently across all 
of the dynamic changes in agriculture. It has been powered, in part, by increased specialization in 
agriculture and increasing need for effective communications throughout the food enterprise, from 
agricultural researchers and producers to food processors, consumers and policy makers. 
 Agriculture is not alone in needing journalists and other communicators who have expertise in 
specialized fields they cover and who have formed organizations to help them grow, professionally.  
Specialized journalist organizations have not formed around all fields of interest.  However, I am 
often surprised at the number and variety of such groups. 
 For instance: 
     * Journalist organizations have formed around the automobile industry.  Examples include 
the Automotive Journalists Association of Canada, Northwest Automotive Press Association (US), 
Western Automotive Journalists (US) and Guild of Motoring Writers (UK).  
     * Journalists who cover science have formed in associations such as the World Federation of 
Science Journalists, European Union of Science Journalists' Associations, National Association of 
Science writers (US), Association of British Science Writers, Canadian Science Writers' Association 
and African Federation of Science Journalists. 
     * Specialized journalist associations also have formed within areas such as health care, jazz, 






















(IFAJ 日本大会の趣旨)  
 
名称：第 51 回国際農業ジャーナリスト連盟世界大会(IFAJ 日本大会) 
主催：農政ジャーナリストの会 
参加者：26 の国と地域の国際農業ジャーナリスト連盟(IFAJ)の会員 184 名、国内約 150 名 
期間：2007 年 9 月 17日（月）～9 月 23 日（日） 
日程： 
◇ 9/17（月） 
  受付開始・IFAJ 執行委員会  ウェルカムパーティー 
 
◇ 9/18（火） 
  都内取材 1（東京食肉市場） 
  都内取材 2（全農青果センター） 
都内取材 3（白石農園） 
  都内取材 4（三渓園） 
  東京農業大学 
IFAJ 総会、オリエンテーション、交流夕食会 
◇ 9/19（水） 
  日本農業の概要（ごはんミュージアム） 
  東北ツアー（東北新幹線で移動） 
  東北取材（古川農業試験場、精米工場・パールライス宮城） 
  仙台宿泊 
◇ 9/20（木） 
  東北取材 A（丸森・米沢コース） 
  東北取材 B（鳴子・寒河江コース） 
  東北取材 C（登米・前沢コース） 
  東北取材 D（丸森・遠刈田コース） 
  現地宿泊 
◇ 9/21（金） 
  東北取材 
◇ 9/22（土） 
  仙台市内観光、国際シンポジウム 
  フェアウェルパーティー 
◇ 9/23（日） 
  ホテル（仙台市内）解散 
大会実行委員会： 
委員長 今村奈良臣 東京大学名誉教授 
    大澤 貫寿 東京農業大学学長 
    小島 正興 農林中央金庫監事 
    髙木 勇樹 農林漁業金融公庫総裁 
    浜  美枝 農政ジャーナリスト・女優 
































第３節 IFAJ 大会の目的と評価 


















がうかがえる」と肯定的に分析している(室屋 2007)55 。 








第４節 3 人の海外参加者の分析 
そこで、その中から 3人のジャーナリストの報告を取り上げて、彼らがどのように日
本農業を受け止めたのかを分析したlvi。この 3つは農政ジャーナリストの会が発行する
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
lv農林水産省(2007)「我が国農林水産物・食品の総合的な輸出戦略」
















「Japan scarcity of young farmers」と題した記事を 1月 12日付でほぼ新聞 1面分を使っ














                                                                                                                                               
人記者の本音」(日本農業の動き 163 号=農政ジャーナリストの会編)，農林統計協会 
84 
 



























図 4 ファーリー記者のブログlvii 
 
 


























――14年ぶりの訪問感想(07年 10月 8日「中国農民日報」掲載，抜粋) 
中国農民日報論説委員 
鄭 秀満 (翻訳：金崎哲也・日本農業新聞記者) 





9月 17日～23日、東京で IFAJ が開いた。同大会は初めて、水田を中心としたアジア
の国で開催した。「日本の食品と農業」をテーマにいろんなシンポジウムや現地視察を
行った。その中で印象深かったのは、国際傾向や消費者嗜好の変化を重視した農産品の
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       




























































































20 年以上勤務し、今回の IFAJ 日本大会に合わせて、中国内で文化・出版活動をしてい


















                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
lix Campbell氏には 2008 年 1 月 16-20 日にベルリン市内で開いた IFAJ 執行委員会で面会し、
日本大会の評価を聞き取り。Farley 氏には 2008 年 5 月の ABC ラジオのインタビュ 「ー日豪
FTA」の出演打ち合わせの際に電話で聞き取り。鄭氏には、日本農業新聞の金記者を通じて





表 8で紹介した 14の記述意見を紹介している。 
 

























































①(株）竹原田ファーム 山形県 齊藤勝洋代表 
精米 商品名「自然米 ひとめぼれ」 10kg 
*麦茶 商品名「金色麦茶」   450g×8袋 
*餅 商品名「農家の手作り餅」 12個入り×20パック 240個 山形県産でわのも
ち 
②(有）ファームトピア 北海道蘭越町 走出誠一代表 
そば（乾麺）商品名「花のまち」  240人前 品種 北早生（キタワセ） 
北海道蘭越町産  
③(有）降矢農園  福島県郡山市 降矢敏朗代表 
水耕スプラウト 商品名「豆苗」 500g×4袋 
水耕スプラウト 商品名「クレススプラウト」500g×4袋 
*水耕栽培    商品名「サンチュ」480枚 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
lx農林水産省(2007)「我が国農林水産物・食品の総合的な輸出戦略」




④(有）あずま産直ネット 群馬県伊勢崎市 松村昭寿代表 
商品名 トマト    4kg×3箱 
商品名 きゅうり  5㎏×3箱 
⑤農業生産法人 大松農場 千葉県旭市 大松秀雄代表 
商品名 「さくらタマゴ」 150個入り×3箱 
⑥(有）田中農園 長崎県島原市 田中 孝代表 
商品名「素肌美人ほうれん草」200g×20袋入り×2箱 
*商品名「素肌美人水菜」200g×20袋入り×2箱 
























































                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
lxi MAASEUDUN TULEVAISUUS は、フィンランドの農業新聞。週に 3 回 31 万部を発行し、






のは 100 グラムあたり 20 ユーロから 50 ユーロの価格帯のステーキ肉で，1 キロあたりにす
ると 200 ユーロから 500 ユーロになる。高級肉部門では，ほとんど 100 ユーロ近い値段の
4 枚組みのパックも売られている」 












































                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       
lxiv 例えば東京青果(株)の場合、同社で扱っている主な野菜・果実の相場を PDF で毎日午前
10 時 30 分以降 に更新している。<http://www.tokyo-seika.co.jp/price06/index.html>，2008 年 5






















































































































表 9 農業経営にかかわる主な情報  
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